
○墨田区障害者差別解消支援地域協議会設置要綱 

平成２９年１０月１８日 

２９墨福障第１０４３号 

（設置） 

第１条 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号。以下

「障害者差別解消法」という。）第１７条の規定に基づき、墨田区において、障害者差別

の解消に係る事例共有及び関係機関の連携推進を図ることにより、障害者差別を解消する

取組を効果的かつ円滑に進めるため、墨田区障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議

会」という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議する。 

⑴ 障害者差別の解消に係る事例共有、関係機関の連携等に関する事項 

⑵ 障害特性及び障害者への理解を促進するための普及啓発・研修等に関する事項 

⑶ 障害者差別解消法に係る取組に関する事項 

⑷ 障害者の差別解消及び権利擁護に関する事項 

⑸ その他会長が必要と認める事項 

（組織等） 

第３条 協議会は、次に掲げる者をもって構成し、第１号に掲げる者については、区長が当

該関係団体等に委員就任を依頼する。 

⑴ 障害者団体関係者、障害福祉サービス事業者、保健・医療関係者、教育関係者、商工

関係者等 

⑵ 墨田区職員 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 協議会に会務を統括する会長を置く。 

２ 会長は、協議会の委員のうちから区長が選任する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 



２ 会長は、必要があると認める場合、会議に委員以外の者の出席を求めることができる。 

（会議の公開） 

第７条 協議会の会議は、公開とする。ただし、出席した委員の３分の２以上の多数で議決

したときは、非公開とすることができる。 

 （部会） 

第８条 協議会は、必要があるときは部会を設置することができる。 

２ 部会の設置及び構成は、区長が定める。 

（事務局） 

第９条 協議会の円滑な運営を図るため、福祉保健部障害者福祉課に事務局を置き、協議会

の庶務は事務局において処理する。 

（秘密の保持） 

第１０条 協議会の委員、協議会の会議に出席した者等協議会の関係者は、相談事例に係る

障害者等の個人情報の保護等に十分留意し、正当な理由なく協議会の事務に関して知るこ

とのできた情報を他に漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、区長が別に定

める。 

付 則 

この要綱は、平成２９年１１月１日から適用する。 


